
Vol.13

2024年1月発行

船橋利実 プロフィール

●昭和35年11月20日、北見市生まれ
●北海道立北見柏陽高等学校卒業

 北海学園大学工学部土木工学科卒業
    北海商科大学大学院商学研究科修士課程修了
●大学卒業後、家業の建設業に8年間従事
●北見市議会議員 平成3年より 1期
●北海道議会議員 平成7年より 5期連続
●衆議院議員 平成24年 初当選・平成29年 2期目
●財務大臣政務官 令和2年9月～令和3年10月
●参議院議員 令和4年7月 初当選。

【現 在】
●第2次岸田第2次改造内閣 総務大臣政務官
●参議院
総務委員会委員/国家基本政策委員会委員
資源エネルギー・持続可能社会に関する調査会委員

【主な経歴】
●衆議院 厚生労働委員会委員
●参議院 農林水産委員会理事
●自民党
     参議院国会対策委員会副委員長

【政治信条】 世のため人のため 【特 技】 トイレ掃除 【趣 味】 散歩・自宅で筋トレ 【好 物】 ジンギスカン・甘い玉子焼き・そば
【家 族】 妻・一男二女・孫4人（男の子1人・女の子3人）
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討議資料

総務大臣政務官・参議院議員

令和5年12月13日、第212回臨時国会が閉会しま

した。法案14本の全てが成立、国民生活を支える物

価高騰対策など補正予算を成立させることが出来ま

した。また、令和5年12月22日に令和6年度予算案が

閣議決定され、一般会計の総額が112兆717億円とな

りました。歴史的な転換点の中、時代の変化に応じた

先送りできない課題に挑戦し、変化の流れを掴み取

る予算とし、①物価に負けない賃上げ、②「こども未

来戦略」に基づく「加速化プラン」の実施、③我が国周

辺の厳しい安全保障環境、ウクライナ侵略･中東情勢

等の激動する外交環境に対応する防衛力強化等が

盛り込まれました。2024年の通常国会で、早期成立

を図るべく努力して参ります。

一方、政策集団の問題が明るみになり深刻な事

態と受け止めております。自民党全体に厳しい目が

向けられており、危機感を持って対応し、政治の信頼

回復に努めて参ります。

2024年は皆様に信頼される政治、デフレ脱却、物

価・燃油高騰に対応する政策を引き続き、推進して参

りますので、今年も、ご指導ご鞭撻のほどよろしくお

願い申し上げます。

皆さまのご健康とご多幸をお祈り申し上げます。

令和5年12月 第212回臨時国会閉会
令和6年度予算案 閣議決定
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12月の国会・北海道での活動

総務省の取り組み

自民党 畜産・酪農対策委員会 北海道視察

道内支援の皆様と懇談

自治体DX推進計画
自治体が重点的に取り組むべき内容自治体DXについて

① 自治体フロントヤード改革の推進 ② 自治体情報システムの
    標準化・共通化

③ マイナンバーカードの
   普及促進・利用の推進

④ セキュリティ対策の徹底

⑥ テレワークの推進
⑤ 自治体の

AI・RPAの利用推進

自治体DXとは、蓄積されたデータやさまざまなデジタル
技術を自治体が活用して、業務の効率化や行政サービス
の改善をおこなうことで、住民により利便性の高い社会を
提供する取り組みです。
令和2年12月、政府において「デジタル社会の実現に向

けた改革の基本方針」が決定され、目指すべきデジタル
社会のビジョンとして「デジタルの活用により、一人ひとり
のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せ
が実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデ
ジタル化～」が示されました。 また、令和5年、「デジタル
社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定され、このビ
ジョンが目指すべきデジタル社会のビジョンとして改めて
位置づけられました。 このビジョンの実現には、住民に
身近な行政を担う自治体、とりわけ市区町村の役割は極
めて重要です。 自治体においては、まずは、 自らが担う
行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、
住民の利便性を向上させるとともに、 デジタル技術やAI
等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サー
ビスの更なる向上に繋げていくことが求められるとともに、
DXを推進するに当たっては、住民等とその意義を共有し
ながら進めていくことも重要です。総務省としては、全国
の自治体におけるDXの取組を推進するため、参考事例
集や手順書などを作成し、様々な側面からサポートして参
ります。

鈴木俊一財務大臣へ申し入れ
森林整備・治山事業促進議員連盟

全日本トラック事業政治連盟冬季懇談会

▲総務大臣政務官としてNICT視察▼
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